20150526-27　時事、共同、NHK

安保法案反対で集会や抗議行動　「自衛官と若者が損する」


　安全保障関連法案が衆院で審議入りし、国会前で抗議行動をする人たち＝２６日午後

　集団的自衛権行使を可能にする安全保障関連法案が衆院で審議入りした２６日、反対する市民らが国会周辺で抗議行動をしたり、集会を開いたりした。集会で講演した元陸上自衛隊レンジャー隊員の井筒高雄さん（４５）は「集団的自衛権行使で損をするのは自衛官と若者。専守防衛こそが自衛隊のあるべき姿だ」と廃案を訴えた。

　井筒さんは、米軍が兵器輸送などの後方支援に民間軍事会社を使っていることに触れ「代わりに自衛隊が後方支援に入れば、敵は米軍ではなく自衛隊を狙ってくる」と指摘。若手が少ない現在の自衛隊を増強するため、米軍のように低所得者層を狙った募集をするようになるとも予測した。

 2015/05/26 16:37  【共同通信】

「憲法９条を守れ」国会周辺で反対集会

NHK　5月26日 15時16分
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集団的自衛権の行使を可能にするなど、戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる安全保障関連法案に反対する人たちが、２６日、国会周辺に集まり、「憲法９条を守れ」などと訴えました。

国会周辺で正午から始まった集会には、主催者の発表でおよそ９００人が参加しました。安全保障関連法案には、歴代内閣が認めてこなかった集団的自衛権の行使を可能にするなど、戦後日本の安全保障政策の大きな転換となる内容が盛り込まれていて、集まった人たちは「戦争をする国になる法案は許さない」とか、「憲法９条を守れ」などと訴えました。
参加者のうち６１歳の男性は「日本が、本当に戦争ができる国になってしまうと感じ、今、反対の意思を示さなければと参加しました。子や孫の世代のためにも法案を許すことはできません」と話していました。
また、６６歳の看護師の女性は「海外で、自衛隊の活動範囲が広がれば、日本が戦争に巻き込まれる可能性も高まると思います。戦後、憲法９条を守ってきた意味をもう一度考えてほしい」と話していました。

元幹部 “自衛隊員の戦死に向き合う必要”

NHK　5月26日 17時45分

２６日の衆議院本会議で審議入りした安全保障関連法案について、自衛隊トップを務めた元幹部自衛官が都内で会見し、法案を評価するとしたうえで、自衛隊員の「戦死」にどう向き合うか考える必要があると述べました。

海上自衛隊の出身で、平成１８年から３年間、自衛隊トップの統合幕僚長を務めた齋藤隆さんは２６日、日本記者クラブで会見しました。
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この中で、２６日の衆議院本会議で審議入りした安全保障関連法案を評価するとしたうえで、自衛隊員のリスクについて「イラク派遣など、これまでの活動でもそれなりのリスクはあった。今回の法案で現場の自衛隊員のリスクが従来よりはるかに高くなるとは思わない」と述べました。
さらに、「リスクがゼロという任務はありえない。これまでの活動で戦死者が出なかったのは本当にラッキーだったが、そのことに甘えてはいけないのではないか。国家や国民は戦死者にどのように向き合うか、そろそろ考えておく必要がある」と述べました。

衆院本会議要旨＝安保法制

　２６日の衆院本会議での質疑要旨は次の通り。
　【安全保障法整備】
　稲田朋美氏（自民）　わが国の平和と独立、国民の生活と幸せな暮らしを守り抜くことは、政府に課せられた最も重要な使命だ。
　安倍晋三首相　誠実な説明を尽くし、平和を願う全ての国民、国会議員とともに実現に全力を尽くす。徴兵制は明確な憲法違反で、いかなる場合も導入する余地はない。米国の戦争に巻き込まれることは絶対にない。「戦争法案」との批判は全く根拠のない、無責任かつ典型的なレッテル貼りで、恥ずかしい。日本と世界の平和と安全をより確かにするための法案だ。今国会における確実な成立を期していく。
　太田和美氏（維新）　国民的理解を得るため国会で徹底審議しなければならない。
　首相　与党のみならず野党の皆さまの幅広い支持が得られるよう、丁寧な説明に努める。維新の党の皆さんとは後世に責任が持てるような建設的議論を行いたい。
　【海外派兵】
　枝野幸男氏（民主）　中谷元防衛相は（武力行使の）新３要件に合致すれば敵基地攻撃を含め、他国領域での集団的自衛権行使が可能だと明言してきた。政府の統一見解を。
　首相　いわゆる海外派兵は、一般に自衛のための必要最小限度を超えるもので、憲法上許されない。湾岸戦争やイラク戦争の戦闘に参加することは許されない。他方、機雷掃海は民間船舶の安全な航行を確保することが目的で、性質上もあくまで受動的、限定的な行為だ。外国領域でも必要最小限度のものとして新３要件を満たすことはあり得る。
　稲田氏　存立危機事態の典型例とは。
　首相　単に国際紛争の影響で国民生活や国家経済に打撃が与えられたとか、ある生活物資が不足することのみをもって存立危機事態に該当するものではない。単なる経済的影響にとどまらず、生活物資の不足や電力不足によるライフラインの途絶など、国民の生死に関わる深刻、重大な影響が生じるか否かを総合的に判断する。
　【自衛隊員のリスク】
　稲田氏　野党から「首相は隊員のリスクを率直に説明すべきだ」との批判がある。
　首相　自衛隊員は限界に近いリスクを負っている。法整備で付与される新たな任務もこれまで通り命懸けのものだ。法制の中で隊員のリスクを極小化するための措置をしっかり規定している。それでもリスクは残るが、それは国民の命と平和な暮らしを守り抜くために自衛隊員に負ってもらうものだ。国全体、国民のリスクが下がる効果は非常に大きい。
　【集団的自衛権】
　佐藤茂樹氏（公明）　政府の判断で集団的自衛権行使が全面的に可能になるかのような誤ったメッセージが発信されている。
　首相　新３要件は明確な歯止めで、国際的に他に例のない厳しい基準だ。時々の内閣が恣意（しい）的に解釈できるものではない。
　志位和夫氏（共産）　米国が先制攻撃を行った場合も集団的自衛権を発動するのか。
　首相　何ら武力攻撃を受けていないのに武力行使を行うことは国際法上認められない。そのような国を支援することはない。新３要件を満たさない場合、米国から集団的自衛権行使の要請があったとしても断るのは当然だ。（時事2015/05/26-19:55）

野党、海外の武力行使追及　安保法案が審議入り　
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　衆院本会議で安全保障関連法案の趣旨説明をする中谷防衛相。奥は安倍首相＝２６日午後

　集団的自衛権行使の法制化など自衛隊の海外活動拡大を図る安全保障関連法案は２６日午後、衆院本会議で審議入りした。安倍首相は「政治家は平和を願うだけではなく、果敢に行動していかなければならない」と述べ、法案の成立に意欲を表明した。民主党など野党は、他国領域での自衛隊の武力行使をめぐる首相と中谷防衛相の発言に食い違いがあると追及し、徹底した審議を要求。与野党の激しい論戦が幕を開けた。

　これに先立ち中谷氏は記者会見で、武力行使をめぐる首相と自身の発言に「全く矛盾はない」と反論。自衛隊員の安全性について、リスク増はないとの認識を重ねて示した。

 2015/05/26 14:10  【共同通信】

海外派兵、リスクめぐり論戦＝安倍首相、軌道修正も－安保法制




衆院本会議で審議入りした安全保障関連法案について答弁する安倍晋三首相＝２６日午後、国会内

　後半国会最大の焦点である、自衛隊の海外任務を拡大する安全保障関連法案をめぐる論戦が２６日、スタートした。野党側は、集団的自衛権により武力行使を目的とする海外派兵と自衛隊員を取り巻くリスクに照準を合わせて追及。安倍晋三首相は「指摘は全く当たらない」などと反論しつつ、微妙に軌道修正も図った。
　野党の先陣を切って質問したのは、民主党の枝野幸男幹事長。首相がこれまで「一般に、戦闘行為を目的として海外の領土や領海に入ることはない」との説明を繰り返すのに対し、中谷元防衛相が他国の敵基地攻撃も可能との見解を表明していることを突き、「矛盾だ」と指摘し、政府の統一見解を求めた。
　首相は「自衛隊が武力行使を目的として、かつての湾岸戦争やイラク戦争での戦闘に参加することは必要最小限度（の武力行使）を超え、憲法上許されない」と従来見解をなぞった。その一方、機雷掃海については「受動的かつ限定的な行為だ」と語り、例外的に可能との考えを強調した。
　維新の党の太田和美氏は、「（自衛隊員が）戦闘行為に巻き込まれる恐れが格段に高まる」と迫った。首相は「抑止力が高まれば、日本が攻撃を受けるリスクは一層下がる」と法整備の意義を力説。その上で「これまでの任務も命懸けであり、隊員は限界に近いリスクを負っている。新たな任務も従来通り命懸けのものだ」と指摘した。
　首相は２０日の党首討論で「戦闘に巻き込まれることがなるべくない地域を選んでいく」などと述べるにとどめていた。２６日の答弁は一定のリスクがある実態を補足説明することで、法案に対して国民の理解を得る狙いがあるとみられる。
　◇「存立危機」具体化も焦点
　この日の論議では、集団的自衛権の行使が可能になる「存立危機事態」の具体化も焦点となった。法案では「国民の生命、自由、幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある事態」などと抽象的に規定しているためだ。
　自民党の稲田朋美政調会長は典型例を示すよう要請。首相は（1）日本近隣で米国に対する武力攻撃が発生（2）攻撃国は日本を射程に捉える相当数の弾道ミサイルを保有し、日本に対する武力攻撃の発生が差し迫っている状況にある－ことを挙げた。
　ただ、首相はこれ以上の説明には踏み込まず、将来の政策判断の幅を狭めたくないとの思いをにじませた。枝野氏は、「あいまいな主観的要件で、政府による恣意（しい）的判断の可能性が著しく拡大している」と批判しており、今後も追及を続ける構えだ。（時事2015/05/26-19:34）2015/05/26-19:34

機雷掃海、「外国領域も可能」＝自衛隊員に一定リスク－安保法案審議入り




衆院本会議で、民主党の枝野幸男幹事長（右）の質問を聞く安倍晋三首相＝２６日午後、国会内

　集団的自衛権行使を容認する安全保障関連法案が２６日の衆院本会議で審議入りした。安倍晋三首相は、集団的自衛権で武力行使を目的とする海外派兵について「一般に自衛のための必要最小限度を超え、憲法上許されない」と改めて否定。ただ、自衛隊による機雷掃海に関しては「外国領域であっても必要最小限度のものとして（武力行使の）新３要件を満たすことはあり得る」と述べ、例外的に対処可能との認識を示した。民主党の枝野幸男幹事長への答弁。

　枝野氏は質疑で、「中谷元防衛相は新３要件に合致すれば、敵基地攻撃を含めて他国領域での集団的自衛権行使が可能であると明言してきた」と指摘。首相が２０日の党首討論で「海外派兵は許されていない」とした発言と整合性を欠くと追及したが、従来答弁を繰り返した。敵基地攻撃の可否についても言及しなかった。
　一方、首相の機雷掃海に関する答弁は、日本が輸入する原油の約８割が通過する中東・ホルムズ海峡が機雷で封鎖されたケースを想定しているとみられる。首相は、新３要件の一つである存立危機事態の認定基準に関し「単なる経済的影響にとどまらず、生活物資の不足や電力不足によるライフラインの途絶など国民の生死にかかわる深刻、重大な影響が生じるか否か」で判断すると説明した。自民党の稲田朋美政調会長への答弁。　
　安保法案で自衛隊の米国など他国軍への後方支援活動は世界規模で拡大する。首相は自衛隊のリスクについて、自衛隊員の危険回避のための措置を講じていると理解を求めた上で、「それでもリスクは残るが、国民の命と平和な暮らしを守り抜くために自衛隊員に負ってもらう」と述べ、隊員に一定のリスクはもともとあるとの見解を示した。
　首相は、安保関連法案について「誠実な説明を尽くし、平和を願う全ての国民、国会議員とともに実現に全力を尽くす。今国会における確実な成立を期していく」と述べ、大幅延長する今国会で成案を得る決意を表明。また、湾岸戦争やイラク戦争、アフガニスタンでのタリバン掃討作戦といった軍事行動への自衛隊の参加を否定し、「戦争法案」との野党の批判に「根拠のない無責任かつ典型的なレッテル貼り」と反論した。いずれも稲田氏への答弁。
　本会議に続いて衆院平和安全法制特別委員会が開かれ、中谷氏から法案の提案理由説明を聴取した。同委員会で実質的な審議は２７日から始まる。（時事2015/05/26-19:17）

首相、自衛隊員のリスクを明言　野党批判で軌道修正

　安倍晋三首相は２６日の衆院本会議で、自衛隊活動拡大を図る新たな安全保障関連法案で懸念されている隊員のリスクに関し、安全確保に努めるとした上で「それでもリスクは残る」と言及した。危険性を明言しない姿勢が野党の批判を受けたことなどから軌道修正したとみられる。他国領域での自衛隊の武力行使をめぐる首相と中谷元・防衛相の発言に食い違いがあるとの野党の追及に強く反論。「分かりやすく丁寧な説明を心掛け、今国会における確実な成立を期す」と表明した。

　首相は隊員のリスクについて「国民の命と平和な暮らしを守り抜くため、自衛隊員に負ってもらうものだ」と説明。

 2015/05/26 17:37  【共同通信】

安倍首相 他国領域での集団的自衛権行使も

NHK　5月26日 16時55分

後半国会の焦点となる安全保障関連法案が２６日の衆議院本会議で審議入りし、安倍総理大臣は、集団的自衛権の行使について、「機雷掃海は受動的かつ限定的な行為で、外国の領域であっても、新３要件を満たすことはありうる」として、武力行使の新３要件に該当すれば他国の領域で行使することもありうるという認識を示しました。

後半国会の焦点となる、集団的自衛権の行使を可能にすることなどを盛り込んだ安全保障関連法案は、安倍総理大臣も出席して２６日の衆議院本会議で審議入りしました。
この中で、自民党の稲田政務調査会長は、集団的自衛権の行使について、「邦人輸送中の米艦防護やホルムズ海峡での機雷掃海を具体例として挙げているが、集団的自衛権が限定的に行使可能な存立危機事態の典型例とは、どのような事態なのか。あたかも経済的影響が生じただけで、存立危機事態となるといった誤解がある」と指摘しました。
これに対し安倍総理大臣は、「単に国際紛争の影響により、国民生活や国家経済に打撃が与えられたことであるとか、ある生活物資が不足することのみをもって、存立危機事態に該当するものではない」と述べました。
そのうえで安倍総理大臣は、「わが国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃の発生を前提としたうえで、例えば、石油などのエネルギー源の供給が滞ることにより、単なる経済的影響にとどまらず、生活物資の不足や電力不足によるライフラインの途絶が起こるなど、国民生活に死活的な影響、すなわち、国民の生死に関わるような深刻、重大な影響が生じるか否かを総合的に評価し、存立危機事態に該当するかを判断する」と述べました。
また安倍総理大臣は、「『平和安全法制の整備により、徴兵制が採用される、アメリカの戦争に巻き込まれる』などというのは全く的外れな議論だ。徴兵制は明確な憲法違反で、いかなる場合であっても導入する余地はない。アメリカの戦争に巻き込まれるようなことは絶対にない。『戦争法案』という批判は、全く根拠のない、無責任かつ典型的なレッテル貼りで、恥ずかしいと思う」と述べました。

民主党の枝野幹事長は、他国の領域での集団的自衛権の行使に関連して、「中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣は、新３要件に合致すれば、敵基地攻撃を含めて他国領域での集団的自衛権の行使が可能であると明言してきた。安倍総理大臣の『一般に武力の行使や戦闘行為を目的として海外の領土や領海に入っていくことはない』という趣旨の発言は、これと矛盾し、世論をミスリードする発言だ」と批判しました。
これに対し安倍総理大臣は、「政府としては、従来より、武力行使の目的をもって武装した部隊を他国の領域に派遣する、いわゆる海外派兵は、一般に自衛のための必要最小限度を超えるものであって、憲法上、許されないと解している。自衛隊が武力行使を目的として、かつての湾岸戦争やイラク戦争での戦闘に参加することは、明らかに必要最小限度を超えるものであって、憲法上、許されない」と述べました。
そのうえで安倍総理大臣は、「他方、機雷掃海については、『一般にということの外』と申し上げたように、その実態は、水中の危険物から民間船舶を防護し、その安全な航行を確保することを目的とするものだ。その性質上も、あくまでも受動的かつ限定的な行為だ。このため、外国の領域であっても、新３要件を満たすことはありうるものと考えている」と述べ、武力行使の新３要件に該当すれば他国の領域で集団的自衛権を行使することもありうるという認識を示しました。

維新の党の太田副幹事長は、安全保障関連法案の整備に伴う自衛隊員の安全性に関連して、「自衛官の活動地域が戦闘地域に近づくことなどから、危険にさらされるリスクが高まり、戦闘行為に巻き込まれる恐れも格段に高まることは明白な事実だ。活動拡大の必要性とリスクの双方を説明したうえで、必要性が高いからリスクがあってもやらなければいけないと説明を尽くすのが政府の責任だ」と指摘しました。
これに対し安倍総理大臣は、「自衛隊員の任務は国民の命と平和な暮らしを守り抜くことで、今後とも任務には一切、変わりはない。自衛隊員は限界に近いリスクを負っており、法制の整備によって付与される新たな任務も従来どおり命懸けのものだ。そのため法制の中で隊員のリスクを極小化するための措置をしっかりと規定している」と述べました。
そのうえで安倍総理大臣は、「それでもリスクは残るが、それはあくまでも国民の命と平和な暮らしを守り抜くために自衛隊員に負ってもらうものだ。法整備により得られる国全体や国民のリスクが下がる効果は非常に大きいと考えている」と述べました。

公明党の佐藤政務調査会長代理は、集団的自衛権を行使できる要件に関連して、「新３要件に該当した場合に可能となる武力の行使は、他国防衛そのものを目的とする全面的な集団的自衛権の行使が含まれるのか。新３要件に該当するかを判断するにあたり、法解釈上、時の政府が恣意（しい）的に運用できるような解釈の余地が残されているのか」と質問しました。
これに対し安倍総理大臣は、「集団的自衛権の行使一般を認めるものではなく、他国の防衛それ自体を目的とする集団的自衛権の行使を認めるものでもない。新３要件は憲法上の明確な歯止めであり、国際的に見ても、他に例のない極めて厳しい基準であって、その時々の内閣が恣意的に解釈できるようなものではない」と述べました。
そのうえで安倍総理大臣は、「実際の武力の行使を行うために自衛隊に防衛出動を命ずるに際しては、これまで同様、原則として事前の国会承認を求めることが法律上明記されており、政府が判断するのみならず、国会のご判断も頂き、民主主義国家として、慎重のうえにも慎重を期して判断されることになる」と述べました。

共産党の志位委員長は、集団的自衛権の行使と日米同盟に関連して、「アメリカから『武力攻撃されたから支援してくれ』、『支援しないと日本の存立に関わる』と言われて、どうして自主的な判断ができるのか。アメリカが無法な戦争に乗り出しても、言われるまま集団的自衛権を発動することになることは明らかではないか」とただしました。
これに対し安倍総理大臣は、「わが国の存立が脅かされ、国民の生命、自由および幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険があるとは言えない場合や、他に適当な手段がある場合、必要最小限度の範囲を超える場合は、新３要件を満たさないことから、武力の行使は許されず、アメリカからの集団的自衛権行使の要請があっても断るのは当然のことだ。新３要件を満たすか否かの判断は、わが国が主体的に行うものであり、アメリカに言われるままに武力を行使することになるといったことは断じてない」と述べました。

安全保障関連法案は、２７日から衆議院の特別委員会で実質的な審議が始まり、２７日と２８日、それに週明けの来月１日は、安倍総理大臣にも出席を求めて審議を行うことで与野党が合意しています。

集団的自衛権行使を容認＝政権、今国会成立目指す－野党全力で阻止・安保法案審議




衆院本会議で安全保障関連法案の趣旨を説明する中谷元・防衛相（右）＝２６日午後、国会内

　安倍政権が最重要課題に位置付ける安全保障関連法案が２６日午後の衆院本会議で審議入りした。法案は、集団的自衛権の行使を限定容認し、外国軍の後方支援など自衛隊の任務を拡大することが柱で、専守防衛を掲げてきた日本の安全保障政策を大きく見直す内容。政府・与党は今国会での成立を目指すが、民主党など野党は自衛隊の活動に「歯止め」がなくなると主張、成立阻止に全力を挙げる構えだ。
　本会議では、中谷元防衛相が趣旨説明を行い、自民党の稲田朋美政調会長が質問。「わが国を取り巻く安全保障環境は一層厳しさを増している。日本に戦争を望む者は一人もいないが、平和は単に願うだけでは実現できない」と述べ、法整備の必要性について安倍晋三首相に説明を求めた。
　続いて民主党の枝野幸男幹事長が質問に立ち、先の党首討論で「一般に海外派兵は許されていない」と答弁した首相と、他国領土での武力行使の可能性を否定していない中谷氏との発言の食い違いを追及。与野党の論戦が本格化する。　
　関連法案は、自衛隊法、武力攻撃事態対処法など関連１０法の改正案を束ねた「平和安全法制整備法案」と、自衛隊の海外派遣を随時可能にする恒久法「国際平和支援法案」の二本立て。
　法案では、わが国の存立が脅かされる明白な危険が生じる場合は、日本への武力攻撃がない場合でも「存立危機事態」と位置付け、集団的自衛権の行使を可能とする。また、国際平和支援法案に基づく自衛隊派遣では、例外なく国会での事前承認を義務付けた。
　本会議に続いて衆院平和安全法制特別委員会が開かれ、中谷氏から法案の提案理由説明を聴取。首相と関係閣僚が出席した同委員会での実質的な審議は２７日から始まる。（時事2015/05/26-13:59）

官房長官「安保法制は不可欠」

NHK　5月26日 15時10分

菅官房長官は閣議のあとの記者会見で、安全保障関連法案が衆議院で審議入りすることに関連して、「わが国を巡る安全保障環境が極めて厳しい中で今回の法制は不可欠だ」と述べたうえで、法案の必要性を国会審議で丁寧に説明し、国民の理解を得たいという考えを示しました。

この中で菅官房長官は、安全保障関連法案について「国民の平和と安全な暮らしを守ることは政府にとって最優先、最大の責任だ。わが国を巡る安全保障環境が極めて厳しくなっている中で、切れ目のない対応を可能にする今回の安保法制は不可欠だ」と述べました。
そのうえで「国会で真摯（しんし）に丁寧に説明し、野党からの質問にもその意図を説明し、国民にも理解を求めていきたい」と述べ、法案の必要性を国会審議で丁寧に説明し、国民の理解を得たいという考えを示しました。
また、安倍総理大臣が２５日の自民党の役員会で、「自衛隊員のリスクが高まるといった、木を見て森を見ない議論が多い」と指摘したことについて「わが国に対するリスクが高まっているという大前提で、抑止力を高めることが極めて大事だという意味合いで言われたのではないか」と述べました。

敵基地攻撃も可能＝集団的自衛権行使で－中谷防衛相

　中谷元防衛相は２６日の閣議後の記者会見で、集団的自衛権行使の事例として、他国のミサイル発射を防ぐための敵基地攻撃も可能との見解を示した。中谷氏は「（武力行使の）新３要件に該当すれば、憲法の理論としては、そのような行動は許されないわけではない」と説明した。
　政府は従来、個別的自衛権の発動により、日本に向けられたミサイル発射を防ぐため敵基地攻撃ができるとの見解を採っている。中谷氏の発言は、集団的自衛権行使の限定容認により、他国に向けられたミサイルの基地攻撃も認めたものだ。　
　これまでも中谷氏は新３要件に該当すれば海外での武力行使は可能との立場を示しており、野党側は安倍晋三首相の２０日の党首討論での「一般に海外派兵は許されていない」との答弁と食い違っていると批判している。中谷氏は会見で、「（首相発言と）矛盾はない」と反論した。（2015/05/26-10:37）

防衛相 法整備で隊員リスク高まらず

NHK　5月26日 11時19分
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中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣は、閣議のあと記者団に対し、安全保障関連法案が衆議院で審議入りすることに関連して、自衛隊員の安全性の確保は大きな論点だとしたうえで、法整備によって隊員のリスクが高まることはないという認識を重ねて示しました。

集団的自衛権の行使を可能にすることなどを盛り込んだ安全保障関連法案は、２６日午後開かれる衆議院本会議で、安倍総理大臣も出席して趣旨説明と質疑が行われ、審議に入ります。
中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣は、安全保障関連法案の整備に伴う自衛隊員の安全性について、「隊員の安全性の確保は大きな論点だが、そもそも自衛隊は、相当厳しいリスクを負いながら任務に当たっている」と述べました。
そのうえで「法整備に基づく新たな任務にも従来同様のリスクがあり、できるかぎり安全に活動できるよう対応していきたい」と述べ、安全保障関連法案の整備によって自衛隊員のリスクが高まることはないという認識を重ねて示しました。
さらに、他国の領域で集団的自衛権を行使する可能性について、「武力行使の目的で武装した部隊を他国の領域に派遣するという海外派兵は一般的に禁止される。ただ武力行使の新しい３要件に該当するものがあれば、憲法上、許されないわけではない」と述べました。
また岸田外務大臣は閣議のあと記者団に対し、「法案は、国民の命と暮らしを守るためのものであり、国民の理解が大変重要だ。外交を通じて好ましい国際環境を作り、万が一のために切れ目のない態勢を作るという基本的な考え方をしっかり説明しながら、丁寧に審議に応じていきたい」と述べました。

安保関連法案・骨子

一、「存立危機事態」で集団的自衛権行使容認
一、「周辺」概念撤廃、「重要影響事態」での後方支援を米軍以外に拡大
一、国際平和支援法案に基づく他国軍支援は、例外なく国会で事前承認
一、ＰＫＯ法改正で武器使用権限拡充、駆け付け警護可能に（時事2015/05/26-04:38）2015/05/26-04:38

安全保障関連法案 特別委で実質的審議へ

NHK　5月27日 5時01分
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２６日に衆議院本会議で審議入りした安全保障関連法案は、２７日から特別委員会で実質的な審議が始まり、野党の党首らが相次いで質問に立ちます。審議では、２６日の本会議でも焦点となった集団的自衛権の行使などを巡って、さらに突っ込んだ論戦が繰り広げられる見通しです。

後半国会の焦点となる安全保障関連法案は、２６日の衆議院本会議で審議入りし、どのような事態が集団的自衛権の行使が可能になる存立危機事態に該当するのかや、他国の領域で集団的自衛権を行使する可能性などを巡って質疑が行われました。
このうち、自民党の稲田政務調査会長は「集団的自衛権が限定的に行使可能な存立危機事態の典型例とは、どのような事態なのか。あたかも経済的影響が生じただけで、存立危機事態となるといった誤解がある」と指摘しました。
これに対し、安倍総理大臣は「単に、国民生活や国家経済に打撃が与えられたとか、ある生活物資が不足することのみをもって、存立危機事態に該当するものではない。単なる経済的影響にとどまらず、生活物資の不足や電力不足によるライフラインの途絶が起こるなど、国民の生死に関わるような深刻、重大な影響が生じるか否かを総合的に評価し、該当するかを判断する」と述べました。
また、民主党の枝野幹事長は「中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣は、武力行使の新３要件に合致すれば、敵基地攻撃を含めて他国領域での集団的自衛権の行使が可能であると明言してきた。安倍総理大臣の『一般に武力の行使や戦闘行為を目的として、海外の領土や領海に入っていくことはない』という趣旨の発言は、これと矛盾し、世論をミスリードする発言だ」とただしました。
これに対し、安倍総理大臣は「いわゆる海外派兵は、一般に自衛のための必要最小限度を超えるものであって、憲法上許されない」と述べたうえで、「機雷掃海については、『一般にということの外』と申し上げたように、受動的かつ限定的な行為であり、外国の領域であっても、新３要件を満たすことはありうる」と述べ、武力行使の新３要件に該当すれば、他国の領域で集団的自衛権を行使することもありうるという認識を示しました。
法案は、２７日に安倍総理大臣も出席して開かれる特別委員会で実質的な審議に入り、与党協議の座長を務める自民党の高村副総裁が質問に立つほか、野党側は、民主党の岡田代表、維新の党の松野代表、共産党の志位委員長らが質問に立ちます。
民主党の岡田代表は、２６日の安倍総理大臣の答弁について、「詰めなければならないところが満載だった」と述べ、共産党の志位委員長は「安倍総理大臣は、正面からきちんと答えなかった」と述べました。
このため、２７日の審議では、他国の領域での集団的自衛権の行使や、自衛隊の海外での活動が拡大することに伴うリスクなどを巡って、さらに突っ込んだ論戦が繰り広げられる見通しです。

外相不在で開会ずれ込み＝「連絡不足」と陳謝－安保特別委




衆院平和安全法制特別委員会に遅刻し、民主党の長妻昭代表代行（左）らに陳謝する岸田文雄外相（右）＝２６日午後、国会内

　安全保障関連法案の提案理由説明が行われた２６日の衆院平和安全法制特別委員会で、岸田文雄外相が不在だったために開会が約１５分間ずれ込むハプニングがあった。法案を説明した中谷元防衛相のみの出席と思い込んだことが原因とみられるが、野党側は反発。岸田氏は委員会で謝罪したが、冒頭から緊張感の欠如を露呈した形となった。
　岸田氏は、中谷氏とともに特別委に常時出席が求められている閣僚。午後４時すぎには与野党委員らが委員会室にそろい、開会を待っていた。
　しかし、岸田氏はその時点で外務省に戻っており、呼び出されて急きょ国会に駆け付けた。岸田氏は委員会で「われわれの連絡不十分により開会を遅らせたことをおわび申し上げる」と陳謝したが、民主党の長妻昭代表代行は記者団に、「初っぱなから欠席していたのでびっくりした。二度とないようにしていただきたい」と苦言を呈した。（時事2015/05/26-19:29）

安保法制への支持表明＝米下院小委員長が安倍首相に




ロジャース米下院軍事委戦略軍小委員長（右）と握手する安倍晋三首相＝２６日午後、首相官邸

　安倍晋三首相は２６日夜、ロジャース米下院軍事委員会戦略軍小委員長らと首相官邸で会談した。首相は、国会で審議入りした安全保障関連法案について「日米防衛協力の指針（ガイドライン）の実行に資する」と指摘した上で、「日米同盟を強化していく」と強調した。ロジャース氏は「安保法制整備を含め、積極的平和主義の下で安倍政権が進める政策を支持する」と表明した。　
　首相とロジャース氏らは、中国の海洋進出や北朝鮮の核・ミサイルを念頭に「厳しさを増す安全保障環境を踏まえ、日米で一層協力していく」との認識で一致。ロジャース氏はミサイル防衛に関し、日本が地上配備型のイージスシステムを導入できるよう米国内法の整備を進めていることを説明し、配備に期待を示した。
　これに先立ち、ロジャース氏らは国会内で、自民党の河井克行、民主党の長島昭久両衆院議員らとも会談。「日米韓３国の協力は大事だ」として、日韓関係の改善を促した。（時事2015/05/26-21:27）

南シナ海で強硬姿勢＝海上軍事闘争へ備え－日米非難、対立回避模索も・中国国防白書




握手を交わす中国の習近平国家主席（右）とケリー米国務長官＝１７日、北京（ＥＰＡ＝時事）

　【北京時事】中国政府は２６日に発表した国防白書で、安倍政権の安全保障政策を「戦後体制からの脱却」と懸念を示すとともに、南シナ海問題では米国を念頭に強く非難し、同海域での衝突を念頭に「海上軍事闘争ヘの準備」を初めて明記した。こうした対外強硬姿勢は、領土主権・海洋権益の維持を重視する習近平国家主席（中央軍事委員会主席）の意向を反映したものだ。ただ日米をけん制しながらも、決定的な対立を避ける道を選んでいる。
　◇陸軍から海軍
　「中国が南沙で展開する岩礁埋め立てと、全国各地での家屋・橋の建設や道路補修には何の違いもない」。国防省の楊宇軍報道官は、南沙（英語名スプラトリー）諸島での人工島造成についてこう反論した。
　中国は、人工島造成で南シナ海領有権の既成事実化を狙う。楊報道官は「海上救難、防災、海洋科学研究などで国際的な責務を履行するためであり、国際社会にも有益だ」と強調した。
　共産党機関紙・人民日報傘下の環球時報は２５日付の社説で「中米両国が南シナ海で一戦を交えることは不可避だ」と警告を発したが、国防白書も海洋戦略の強化を鮮明にした。「『陸軍重視・海軍軽視』の伝統的な思考を打破しなければならない」と記したほか、海軍の基本戦略も従来の「近海防御」から「近海防御と遠海防衛の結合」への転換を実現すると訴え、遠海でのプレゼンス拡大を打ち出した。
　◇ウイグル独立・カラー革命警戒
　習主席は新たに「中央国家安全委員会」を創設し、トップに就任したほか、「国家安全法」制定も急ぐ。懸念するのは、尖閣諸島や南シナ海など海上摩擦だけではない。
　白書は、ウイグル独立派「東トルキスタン・イスラム運動（ＥＴＩＭ）」による「暴力テロ活動の脅威がエスカレートしている」と記したほか、昨年の香港民主派学生のデモなどを念頭に「共産党に反対する勢力が（色や花を冠した旧ソ連諸国で起こった民主化運動）『カラー革命』をつくり出そうと画策している」と警戒感を示した。サイバー攻撃対応も強調している。
　一方、日米との対決一辺倒ではない。白書では２０１３年発表の前回白書に記載された尖閣問題での日本非難はなく、「突発事故発生時の通報、軍事リスク防止、危機・衝突の管理メカニズム構築を推進する」と明記した。
　習主席は自身の訪米を９月に控え、緊張緩和への「落としどころ」を探る意向とみられる。対日関係でも、習主席は２３日夜に北京で約３０００人の日本人を歓待。友好の雰囲気を盛り上げ、安倍政権の対中姿勢転換を狙うなど戦略が軟化している。（時事2015/05/26-18:13）2015/05/26-18:13

米中、衝突回避は当然＝菅官房長官

　菅義偉官房長官は２６日午後の記者会見で、中国による南沙諸島での人工島造成をめぐり、米中両国の軍事衝突は「不可避」とした中国国内の一部論調について、「いかなることがあっても、武力行使を避けるというのは当然のことではないか」と指摘した。
　中国の国防白書が安倍政権の安全保障政策に懸念を示したことに関しては、「日本が戦後７０年、一貫して平和国家として歩んでいることは多くの国々が認めるところだ。指摘は全く当たらない」と反論した。（時事2015/05/26-17:42）

安倍政権の安保政策に懸念＝南シナ海問題で米非難－２年ぶり国防白書・中国

　【北京時事】中国政府は２６日、２年ぶりとなる国防白書「中国の軍事戦略」を発表した。白書は「日本が戦後体制からの脱却を積極的に追求し、軍事安保政策を大幅に調整している」とした上で、「国家の進む方向をめぐり、地域諸国の高い関心を引き起こしている」と指摘。安倍政権が進める集団的自衛権行使容認の動きなどに対する懸念を明確に示した。
　白書はまた、米国を念頭に「域外国家が南シナ海問題に積極的に介入し、中国に対し高い頻度で、海上・空中での接近・偵察を続けている」と非難。中国は南シナ海・南沙（英語名スプラトリー）諸島の岩礁を埋め立てて人工島造成を進め、米国との緊張が高まっているが、白書は「海上での主権闘争は長期的に存在するだろう」として、妥協しない方針を明示した。
　オバマ米政権が進めるアジア・太平洋へのリバランス（再均衡）政策に関しては「地域の軍事的プレゼンスと軍事同盟体系を強化している」と警戒感を表明した。
　さらに、南シナ海の領有権をめぐり対立するフィリピンやベトナムを念頭に「中国の領土主権や海洋権益の問題で挑発的な行動を取っている」と主張。「違法に『占拠』した中国の島しょで軍事的プレゼンスを強化している」と批判した。
　白書は、習近平中央軍事委員会主席（国家主席）が重視する「軍事闘争準備」を強く打ち出した。特に南シナ海での衝突などを念頭に「海上軍事闘争への準備」を初めて明記。「世界大戦は起こらないが、世界は依然として現実的・潜在的な局地戦争の脅威に直面している」との見方を示した。　
　共産党・政府は白書発表を通じ、軍事戦略の透明性を高めたい狙いがある。一方で白書は、領土主権をめぐる周辺国との摩擦のほか、ウイグル独立派や共産党体制に反対する勢力への警戒も明記。「国家の安全と社会の安定に向けて、より多くの挑戦に直面している」として、中国を取り巻く環境への厳しい認識を示し、断固たる対応を取る方針を明確にした。

◇中国国防白書のポイント
　一、米国はアジア・太平洋へのリバランス（再均衡）政策で、地域の軍事的プレゼンスと軍事同盟体系を強化している
　一、日本は戦後体制からの脱却を積極的に追求し、安保政策を大幅に調整している。国家の進む方向をめぐり、地域諸国の高い関心を引き起こしている
　一、一部の海上隣国が、中国の領土主権や海洋権益の問題で挑発的な行動を取っており、違法に「占拠」した中国の島しょで軍事的プレゼンスを強化している
　一、一部の域外国が南シナ海問題に積極的に介入し、中国に対し高い頻度で、海上・空中での接近・偵察を続けている。海上での主権闘争は長期的に存在するだろう
　一、海上での軍事闘争準備を進める
　一、世界大戦は起こらないが、世界は依然として現実的・潜在的な局地戦争の脅威に直面している（時事2015/05/26-12:52）2015/05/26-12:52

安倍首相「維新と建設的に議論」＝「是々非々」継続を歓迎




安倍晋三首相（中央右）と握手する維新の党の松野頼久代表（同左）＝２６日午後、国会内

　安倍晋三首相は２６日の衆院本会議で、維新の党の松野頼久代表が就任に当たり「『何でも反対』の野党をつくるつもりはない」と「是々非々」路線継続を打ち出したことについて、「発言を歓迎する」と表明した。その上で「維新の党の皆さんとはどうか、後世に責任が持てるような建設的な議論を行いたい」と呼び掛けた。
　これに先立ち、首相は就任あいさつに訪れた松野氏ら維新の新執行部と国会内で会談。松野氏によると、首相から「頑張ってください」と声を掛けられたという。
　首相は会談で、維新の松野氏と柿沢未途幹事長の父がともに自民党衆院議員だったことに言及。松野氏は、父頼三氏が「（首相の父の）安倍晋太郎さんを首相にするまで俺は死ねない」と語っていたエピソードを紹介した。
　会談は維新側が申し入れた。安倍政権の路線に理解を示してきた橋下徹最高顧問（大阪市長）の影響力は低下しているものの、憲法改正や安全保障関連法案でなお維新の協力を期待する首相サイドが応じた。菅義偉官房長官、自民党の谷垣禎一幹事長が同席した。　（2015/05/26-18:57）2015/05/26-18:57

柿沢維新幹事長、民主議員と会合

  維新の党の柿沢未途幹事長は２６日夜、東京都内で民主党の笠浩史衆院議員らと会談し、両党の連携の在り方について意見交換した。出席者によると柿沢氏は、一院制や道州制など維新の重点政策を説明。笠氏ら民主側も理解を示した。
　会合には民主党の玉木雄一郎、後藤祐一、維新の井坂信彦、浦野靖人各衆院議員が出席した。（時事2015/05/26-22:59）

安保、労働法制で連携強化　民・維政調会長が会談

[image: image13.jpg]



　会談に臨む維新の党の今井政調会長（左から２人目）と民主党の細野政調会長（同３人目）ら＝２６日午前、国会

　民主党の細野豪志政調会長と、維新の党の今井雅人政調会長が２６日午前、国会内で会談し、安全保障関連法案や労働法制などをめぐり、両党が連携を強化することで合意した。

　武力攻撃に至らない「グレーゾーン事態」に対処するため、両党がそれぞれ準備する「領域警備法案」については、共同提出できるよう双方が準備を進めるとした。労働者派遣法改正案の対案として、維新の党が準備してきた「同一労働同一賃金推進法案」に関しては、共同提出を確認した。
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民主・維新 政策連携へ協議継続

NHK　5月26日 14時37分

民主党と維新の党の政策責任者が国会内で会談し、労働者派遣法の改正案の対案を２６日衆議院に共同で提出することを確認するとともに、安全保障関連法案への対応など、政策面での連携を図るため、両党の実務者が継続的に協議することで一致しました。

民主党の細野政策調査会長と維新の党の今井政務調査会長らが国会内で会談し、後半国会で焦点となる法案への対応などを協議しました。
この中で両党は、共通している政策では共同歩調を取るべきだという認識で一致し、労働者派遣法の改正案への対案として、非正規労働者が同じ仕事であれば正社員と同じ賃金を得られる「同一労働・同一賃金」を推進するための法案を２６日、衆議院に共同で提出することを確認しました。
そして安全保障関連法案への対応など、政策面での連携を図るため、両党の実務者が継続的に協議することで一致しました。
会談のあと細野氏は、「自民党が国会で圧倒的な多数を持っている中で、しっかりブレーキをかけるためには、野党の協力が不可欠だ。民主党と維新の党が協力することは、この国の民主主義を守るためにも重要だ」と述べました。また今井氏は、「しっかりした健全な野党が必要だ。政策を曲げることはないが、巨大与党に対じするため、政策で一致できる部分を見つけてやっていく」と述べました。

民主・高木氏 「隊員リスク」巡り国会で追及へ

NHK　5月26日 11時56分

民主党の高木国会対策委員長は記者会見で、安倍総理大臣が安全保障関連法案に関連して「自衛隊員のリスクが高まる、といった木を見て森を見ない議論が多い」と指摘したことについて、極めて重大な問題だとして２６日から始まる国会審議で法案の問題点や政府側の認識を厳しくただしていく考えを示しました。

この中で民主党の高木国会対策委員長は、安倍総理大臣が２５日の自民党の役員会で「安全保障法制の整備によって自衛隊員のリスクが高まる、といった木を見て森を見ない議論が多い」と指摘したことについて、「われわれは自衛隊員のリスクの話は極めて重大な問題だと思っている。しっかり問題点として捉えていきたい」と述べました。
そのうえで高木氏は「自衛隊員のリスクが高まるはずなのに、そうではないとかあるいは自衛隊が他国の領域に入るのか入らないのか、政府はちぐはぐな答弁をしている。多くの国民に不安や懸念があるので、後世に憂いのないような議論をする責任を感じている。数の力でいけば与党の思惑がすべて通ることになるが、決してそうさせてはならない」と述べ、２６日から始まる国会審議で法案の問題点や政府側の認識を厳しくただしていく考えを示しました。

１８歳選挙権、来月にも成立＝２日採決で合意－衆院委
　衆院政治倫理・公職選挙法改正特別委員会は２６日の理事懇談会で、選挙権年齢を「１８歳以上」に引き下げる公選法改正案について、２８日に審議入りし、６月２日に採決することで合意した。同４日にも衆院本会議で可決し、参院に送付。同改正案は６月中にも成立する見通しとなった。
　選挙権年齢の引き下げは、憲法改正国民投票の年齢を「１８歳以上」に引き下げる改正国民投票法成立後の積み残しの課題の一つ。公選法改正案は、公布後１年を経過した日から施行すると定めており、６月中旬までに成立すれば、来年夏の参院選から適用される運び。新たな有権者となる若者の支持獲得へ、各党の動きが活発化しそうだ。　
　同改正案は自民党や民主党など与野党６党が共同提出したが、早期の審議入りを求める与党と、「政治とカネ」の問題に関する議論を優先すべきだとする野党が対立していた。２６日の理事懇談会では与党が譲歩し、２７日に高市早苗総務相の出席を求め、「政治とカネ」の問題を含めた質疑を行うことで合意。併せて、同改正案の審議入りと採決の日程も決めた。
　企業・団体献金禁止などを盛り込んだ野党提出の政治資金規正法改正案については、公選法改正案の採決後に審議することを確認した。（時事2015/05/26-15:22）

１８歳選挙権、２８日審議入り　６月中旬にも成立

　衆院政治倫理・公選法改正特別委員会は２６日の理事懇談会で、選挙権年齢を「２０歳以上」から「１８歳以上」に引き下げる公選法改正案について２８日に実質審議入りし、６月２日に採決する日程を決めた。４日の本会議で衆院を通過する見通し。参院審議が順調に進めば６月中旬にも成立し、来年の参院選から適用される。与野党は若年層の支持獲得を目指し、若者向けの政策の充実など取り組みを本格化する。

　選挙権年齢引き下げは、２５歳から２０歳に変更された１９４５年以来となる。２０１６年には１８、１９歳の未成年者約２４０万人が有権者に加わる。
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